
1－4 事業税の事業年度 〔ランクＣ〕

１．概 要 重要度△ 

法人事業税の課税標準は、法人の継続する活動を一定期間に区切りこれを単位

に計算する。この一定期間を定めたものが事業年度であり、基本的には法人税の

事業年度と同じである。 

２．通常の場合 重要度△ 

(1) 法令等で定めがある場合（法72の13①）

法令、定款、寄附行為、規則若しくは規約（以下「法令等」という。）に定め

る事業年度その他これに準ずる期間（以下「事業年度等」という。）をいう。 

(2) 法令等で定めがない場合

① 人格のない社団等以外の法人（法72の13②）

法令等で事業年度等を定めていない法人については、法人税法の規定によ

りその法人が政府に届け出、又は政府が指定した期間をもって、事業年度と

する。 

② 人格のない社団等（法72の13③）

法令等で事業年度等を定めていない人格のない社団等については、法人税

法の規定によりその人格のない社団等が政府に届け出た期間、又はその年の

１月１日から12月31日までの期間をもって、事業年度とする。 

(3) １年を超える場合（法72の13④）

上記２．(1)の期間が１年を超える場合には、その期間をその開始の日から

１年ごとに区分した各期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その期間）と

する。 

３．事業年度の特例（法72の15） 重要度△ 

次の事実が生じた場合には、その事実が生じた法人の事業年度は、上記２．

(1)の規定にかかわらず、それぞれに定める日に終了し、これに続く事業年度は、

次の(2)又は(5)に掲げる事実が生じた場合を除き、同日の翌日から開始するもの

とする。 

(1) 内国法人が事業年度の中途において解散（合併による解散を除く。）をしたこと

･････その解散の日
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(2) 法人が事業年度の中途において合併により解散したこと

･････その合併の日の前日

(3) 公益法人等又は人格のない社団等が事業年度の中途において新たに収益事業

を開始したこと（人格のない社団等にあっては、上記２.(2)②の場合を除く。） 

･････その開始した日の前日 

(4) 次に掲げる事実･････その事実が生じた日の前日

① 非課税法人（公共法人。以下同じ。）が事業年度の中途において公益法人

等で収益事業を行うものに該当することとなったこと。 

② 非課税法人又は公益法人等が事業年度の中途において非課税法人又は公

益法人等以外の法人（人格のない社団等を除く。）に該当することとなった

こと。 

③ 非課税法人又は公益法人等以外の法人（人格のない社団等を除く。）が事

業年度の中途において公益法人等に該当することとなったこと。 

(5) 清算中の法人の残余財産が事業年度の中途において確定したこと

･････その残余財産の確定の日

(6) 清算中の内国法人が事業年度の中途において継続したこと

･････その継続の日の前日

(7) 恒久的施設を有しない外国法人が事業年度の中途において恒久的施設を有す

ることとなったこと 

･････その有することとなった日の前日 

(8) 恒久的施設を有する外国法人が事業年度の中途において恒久的施設を有しな

いこととなったこと

･････その有しないこととなった日 
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2－3 電気供給業及びガス供給業に係る収入割の 
課税標準の算定方法 〔ランクＡ〕

１．課税標準の区分（法72の12） 重要度△ 

電気供給業及びガス供給業（導管ガス供給業及び特定ガス供給業に限る。）が納付す

べき収入割の課税標準は、各事業年度の収入金額による。 

２．各事業年度の収入金額の算定方法 重要度◎ 

(1) 内 容（法72の24の２①）

各事業年度の収入金額は、電気供給業及びガス供給業にあっては、その各事

業年度においてその事業について収入すべき金額の総額からその各事業年度に

おける(2)の収入金額を控除した金額による。 

(2) 収入金額から控除するもの（法72の24の２①、令22）

① 国又は地方団体から受けるべき補助金

② 固定資産の売却による収入金額

③ 保険金

④ 有価証券の売却による収入金額

⑤ 不用品の売却による収入金額

⑥ 受取利息及び受取配当金

⑦ 工事負担金

電気供給業又はガス供給業を行う法人が、その事業に必要な施設を設ける

ため、電気又はガスの需要者その他その施設により便益を受ける者から収納

する金額 

⑧ 他の収入金額課税法人からの融通電気・ガス

電気供給業又はガス供給業を行う法人が、収入金額課税される他の電気供

給業又はガス供給業を行う法人から電気又はガスの供給を受けて供給を行う

場合の、その供給を受けた電気又はガスに係る収入金額のうち、当該他の法

人から供給を受けた電気又はガスの料金としてその法人が支払うべき金額に

相当する収入金額 

⑨ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の利用の促進に係る一定の賦課金

⑩ 他の所得等課税法人からの融通ガス

ガス供給業を行う法人が、可燃性天然ガスの掘採事業を行う法人から可燃

性天然ガスを購入して供給を行う場合（上記⑧に該当する場合を除く。）の、 
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その購入した可燃性天然ガスに係る収入金額のうち、その可燃性天然ガスに

係る鉱産税の課税標準額に相当する金額 

⑪ 自社掘採可燃性天然ガスの鉱産税の課税標準額

ガス供給業と可燃性天然ガスの掘採事業とをあわせて行う法人が掘採した

可燃性天然ガスに係る収入金額のうち、その可燃性天然ガスに係る鉱産税の

課税標準額に相当する金額 

⑫ 損害賠償金

⑬ 投資信託に係る収益分配金

⑭ 社宅貸付料等

(3) 電気供給業における託送供給の料金（法附則９⑧、令附則６の２②）

電気供給業を行う法人の次に掲げる場合における収入金額は、当分の間、

上記(2)に追加する。 

① 収入金額課税される他の電気供給業を行う法人から電気事業法に規定する

託送供給を受けて電気の供給を行うとき。 

② 当該法人が配電事業を行う場合において、一般送配電事業を行う法人の供

給区域内において配電事業に係る電気工作物を譲り受け等をして託送供給を

行い、かつ、その一般送配電事業者に対して配電事業に係る定期支払額を支

払うとき。  

③ 当該法人が一般送配電事業を行う場合において、配電事業を行う法人が当

該法人の供給区域内において配電事業に係る電気工作物を当該法人から譲り

受け等して託送供給を行い、かつ、当該法人がその配電事業を行う法人に対

し配電事業に係る定期支払額を支払うとき。  

(4) ガス供給業における託送供給の料金（法附則９⑩、令附則６の２③）

ガス供給業（導管ガス供給業及び特定ガス供給業をいう。）を行う法人が、収入金

額課税される他のガス供給業を行う法人から、ガス事業法に規定する託送供給

を受けてガスの供給を行う場合の、その供給に係る収入金額のうち、託送供給

の料金としてその法人が支払うべき金額に相当する収入金額は、当分の間、上

記(2)に追加する。 

(5) 廃炉等実施認定事業者の一定の交付金（法附則９⑲）

廃炉等実施認定事業者が小売電気事業者又は一般送配電事業者から交付され

る廃炉等積立金として積み立てる金銭に相当する収入金額は、当分の間、収入

金額から控除するものに追加する。 

(6) 卸売電力市場における自己約定する場合の電力料金（法附則９⑳）

電気供給業を行う法人が、卸売電力取引所を介して自らが供給を行った電気

の供給を受けて電気の供給を行う場合における収入金額は、当分の間収入金額

から控除するものに追加する。 

(7) その他一定のもの 
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2－8 分割法人の分割基準 〔ランクＡ〕

１．意 義 重要度〇 

２以上の道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人は、事務所又は事

業所所在のすべての道府県に事業税を申告納付しなければならない。この場合に

は、その法人について算定した課税標準額の総額を一定の基準により関係道府県

に分割し、各関係道府県ごとに税額を算定するが、この一定の基準を「分割基

準」という。 

２．種 類（法72の48③） 重要度◎ 

次の事業の区分に応じ、課税標準額の総額を、それぞれの基準により按分する。 

(1) 製造業

事務所又は事業所（以下「事業所等」という。）の従業者の数

(2) 電気供給業

次に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ次に定めるところによる。

① 小売電気事業等（小売電気事業に準ずるものとして一定のものを含む。）

その２分の１に相当する額は事業所等の数、その２分の１に相当する額

は事業所等の従業者の数 

② 一般送配電事業、送電事業、配電事業及び特定送配電事業

イ ロ以外の場合

その４分の３に相当する額は事業所等の所在する道府県において発電

所又は蓄電用の施設の発電等用電気工作物と電気的に接続する電線路の

電力の容量、その４分の１に相当する額は事業所等の固定資産の価額 

ロ 事業所等の所在するいずれの道府県においても発電所又は蓄電用の施

設の発電等用電気工作物と電気的に接続している電線路がない場合 

事業所等の固定資産の価額 

③ 発電事業等（発電事業に準ずるものとして一定のものを含む。）及び特定卸供

給事業 

イ ロ以外の場合

その４分の３に相当する額は事業所等の固定資産で発電所又は蓄電用

の施設の用に供するものの価額、その４分の１に相当する額は事業所等

の固定資産の価額 
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ロ 事業所等の固定資産で発電所又は蓄電用の施設の用に供するものがな

い場合 

事業所等の固定資産の価額 

(3) ガス供給業及び倉庫業

事業所等の固定資産の価額

(4) 鉄道事業及び軌道事業

事業所等が所在する道府県の軌道の延長キロメートル数

(5) その他の事業

その２分の１に相当する額は事業所等の数、その２分の１に相当する額は事

業所等の従業者の数 

３．内 容 重要度◎ 

(1) 固定資産の価額（法72の48④三、規６の２の２④）

① 事業年度終了の日現在の数値による。

② 固定資産の価額とは、その事業年度終了の日に貸借対照表に記載されてい

る土地、家屋及び家屋以外の減価償却が可能な有形固定資産の価額とする。 

(2) 電線路の電力の容量（法72の48④三）

事業年度終了の日現在の数値による。

(3) 軌道の延長キロメートル数（法72の48④三、取通３－９の５）

① 事業年度終了の日現在の数値による。

② 軌道の延長キロメートル数は、単線換算キロメートル数により、引込線及

び遊休線並びに敷設線を含み、他の法人等の所有に係る専用線は含まない。 

(4) 事業所等の数（法72の48④二）

事業年度に属する各月の末日現在の数値を合計した数値による。ただし、そ

の事業年度中に月の末日が到来しない場合には、その事業年度終了の日現在の

数値による。 

(5) 従業者の数

① 原 則（法72の48④一）

事業年度終了の日現在の数値による。ただし、資本金の額又は出資金の額

が１億円以上の製造業を行う法人の工場である事業所等については、その数

値にその数値（奇数の場合には、その数値に１を加えた数値）の２分の１に相当

する数値を加えた数値による。 
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重要度○ 

3－1 中間申告納付 〔ランクＡ〕

１．概 要（法72の24の12、１①八） 重要度△ 

法人事業税の徴収は、申告納付の方法によらなければならない。 

申告納付とは、納税者がその納付すべき地方税の課税標準額及び税額を申告し、

その申告した税金を納付することをいう。 

２．中間申告納付を要しない場合 

（法72の26①⑧⑪、取通３－６の８） 

次の事業年度又は法人は、中間申告納付を要しない。 

(1) 事業年度が６月以下の法人

(2) 新たに設立された内国法人（適格合併により設立されたものを除く。）の設立後

最初の事業年度。ただし、その適格合併は、被合併法人のすべてが収益事業を

行っていない非課税所得等の規定に掲げる法人であるものを除く。 

(3) 非課税法人又は非課税所得等の規定に掲げる法人（収益事業を行っていないも

のに限る。）がその規定に掲げる法人以外の法人に該当することとなった事業年

度 

(4) 外国法人の新たに恒久的施設を有することとなった事業年度

(5) 公益法人等、人格のない社団等、特別法人及び一定の外国法人

(6) 法人税の中間申告書の提出を要しない法人（外形対象法人又は収入金額課税法

人を除く。） 

(7) 清算中の各事業年度

３．予定申告による中間申告納付 重要度○ 

(1) 原 則（法72の26①、72の48②）

① 内 容

事業を行う法人は、事業年度が６月を超える場合には、次の算式により計

算した事業税額をその事業年度開始の日以後６月を経過した日（以下「６月

経過日」という。）から２月以内に、事務所又は事業所（以下「事務所等」とい

う。）所在の道府県に申告納付しなければならない。 

予定申告に係る 
＝ 

前事業年度の確定事業税額（注１） 
× 

中 間 期 間（注2） 

事業税額 前事業年度の月数 の月数 

② 分割法人の場合

２以上の道府県において事務所等を設けて事業を行う法人（以下「分割法
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 5－5  個人事業税の各種控除 〔ランクＡ〕

１．損失の繰越控除（法72の49の12⑥） 重要度◎ 

(1) 内 容

その個人の前年前３年間における所得の計算上生じた損失の金額で前年前に

控除されなかった部分の金額については、次の要件のすべてを満たす場合に限

り、その個人の事業の所得の計算上控除する。 

（注）その個人のうち所得税法の特定非常災害の特例に掲げる要件のいずれか

を満たす者の一定の損失金額は、その損失金額を翌年以降５年間控除する。 

(2) 要 件

① その損失の生じた年分につき個人事業税の申告をしていること（道府県知

事においてやむを得ない事情があると認める場合には、その申告期限後において事業

税の納税通知書が送達される時までに申告している場合を含む。） 

② その後の年分につき連続して個人事業税の申告をしていること（その申告

期限後において事業税の納税通知書が送達される時までに申告している場合を含

む。） 

③ その損失の生じた年分につきその個人が、青色申告書を提出することにつ

いて国の税務官署の承認を受けている者であること 

２．被災事業用資産の損失の繰越控除（法72の49の12⑦） 重要度◎ 

(1) 内 容

その個人の前年前３年間における事業の所得の計算上生じた損失のうち被災

事業用資産の損失の金額で前年前に控除されなかった部分の金額については、

上記１．の適用がない場合においても、上記１．(2)①及び②の要件を満たす場

合に限り、その個人の事業の所得の計算上控除する。 

（注）その個人のうち所得税法の特定非常災害の特例に掲げる要件のいずれか

を満たす者の一定の損失金額は、その損失金額を翌年以降５年間控除する。 

(2) 被災事業用資産の損失の金額（法72の49の12⑧、令35の３の４）

次の資産の災害（震災、風水害、火災その他一定の災害をいう。）による損失の

金額をいう。 
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重要度○ 

① 棚卸資産

（注）事業所得を生ずべき事業に係る商品、製品、半製品、仕掛品、原材料

その他の資産（有価証券及び山林を除く。）で棚卸をすべき一定の棚卸資

産をいう。 

② 不動産所得又は事業所得を生ずべき事業の用に供される固定資産、繰延資

産のうちまだ必要な経費に算入されていない部分 

③ 山 林

(3) 損失に含まれる支出の範囲（令35の３の６）

その災害に関連するやむを得ない支出でその被災事業用資産の取り壊し費用

その他一定の金額を含むものとし、保険金、損害賠償金その他これらに類する

ものにより埋められた部分の金額を除く。 

３．事業用資産の譲渡損失の控除 

（法72の49の12⑨、令35の３の７） 

その個人が直接事業の用に供する次の資産（事業の用に供しなくなった日の翌日か

ら１年を経過した日の前日までに譲渡が行われたものに限る。）を譲渡したため生じた

損失の金額は、上記１．(2)①の要件を満たす場合に限り、その個人の事業の所得

の計算上控除する。 

① 機械及び装置 ② 船 舶 ③ 航空機

④ 車両及び運搬具 ⑤ 工具、器具及び備品 ⑥ 一定の生物

４．事業用資産の譲渡損失の繰越控除（法72の49の12⑩） 重要度○ 

その個人の前年前３年間における上記３．の損失の金額で前年前に控除されな

かった部分の金額については、上記１．(2)の要件のすべてを満たす場合に限り、

その個人の事業の所得の計算上控除する。 

５．事業主控除（法72の49の14①②） 重要度◎ 

事業を行う個人については、その個人の事業の所得の計算上290万円を控除す

る。この場合において、事業を行った期間が１年に満たないときは、290万円に

その年において事業を行った月数を乗じて得た額を12で除して算定した金額とす

る。 

６．各種控除の順序（法72の49の12⑪） 重要度○ 

各種控除は、まず上記１．又は２．を控除し、次に３．、４．及び５．の順序

で控除するものとする。 
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7－3 事業税の加算金 〔ランクＣ〕

１．概 要 重要度△ 

法人事業税は申告納付制度によるが、申告した税額が過少である場合や申告し

なかった場合には、納税者の自主的な税務計算の秩序を維持するため、違反の態

様に応じて、行政罰として各種の加算金を徴収する旨の定めがある。 

２．過少申告加算金（法72の46①） 重要度○ 

(1) 道府県知事は、申告書（予定申告による中間申告書を除く。）の提出期限までに

提出があった場合（正当な理由による期限後申告及び、３．(4)の規定の適用がある

ときを含む。）において、更正又は自主的修正申告書の提出があったときは、そ

の更正による不足税額又はその修正による増加税額（正当な理由がある場合その

他一定の場合には、政令で定める金額を控除した金額。以下「不足税額等」という。）

に100分の10の割合を乗じて計算した過少申告加算金額（その不足額がその申告

に係る税額と50万円とのいずれか多い金額を超えるときは、その超える部分の金額に

100分の５の割合を乗じて計算した金額を加算する。）を徴収しなければならない。 

(2) ただし、自主的修正申告書の提出が更正があるべきことを予知してされたも

のでないときはこの限りでない。 

３．不申告加算金（法72の46②～⑤、⑦） 重要度○ 

(1) 道府県知事は、次の場合（正当な理由による期限後申告を除く。）には、その申

告、決定又は更正により納付すべき税額（次の②又は③で正当な理由がある場合そ

の他一定の場合には政令で定める金額を控除した税額。）に100分の15の割合を乗じ

て計算した不申告加算金額を徴収しなければならない。 

① 期限後申告書の提出があった場合又は決定があった場合

② 期限後申告書の提出があった後において修正申告書の提出又は更正があっ

た場合 

③ 決定があった後において修正申告書の提出又は再更正があった場合

(2) 上記(1)により納付すべき税額（以下「加算後累積納付税額」という。）が

50万円を超える場合には、不申告加算金額は、上記⑴により計算した金額に、

その超える部分の金額に100分の５の割合を乗じて計算した金額を加算する。 
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(3) 不納付加算金額は、加算後累積納付税額が300万円を超えるときは、加算後

累積納付税額を区分しそれぞれ一定の割合を乗じて計算した金額の合計額から

一定の金額を控除した金額とする。  

(4) 期限後申告書若しくは自主的修正申告書の提出が更正若しくは決定があるべ

きことを予知してされたものでないとき、又は義務的修正申告書の提出があっ

た場合には、不申告加算金は、その申告により納付すべき税額に100分の５の

割合を乗じて計算した金額とする。 

(5) 不申告加算金は、上記⑷の規定による申告書の提出があった場合において、

申告書の提出期限までに提出する意思があったと認められる場合に該当し、か

つ、その期限から１月を経過する日までに行われたものであるときは適用され

ない。 

(6) 期限後申告書の提出、修正申告書の提出(その修正申告書の提出がその提出期限

までにあった場合を除く。）又は更正若しくは決定があった日の前日から起算し

て５年前の日までの間に、事業税について、不申告加算金(上記(4)に該当する場

合において徴収されたものを除く。）又は重加算金を徴収されたことがある場合そ

の他一定の場合には、不申告加算金額は、上記(1)、(2)及び(3)により計算し

た金額に、納付すべき税額に100の10の割合を乗じて計算した金額を加算する。 

４．重加算金 重要度△ 

(1) 過少申告の場合（法72の47①）

道府県知事は、上記２．の場合において、納税者が事業税額の計算の基礎と

なるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装し、かつ、その事実に基づい

て申告書又は修正申告書を提出したときは、過少申告加算金額に代え、その不

足税額等に100分の35の割合を乗じて計算した重加算金額を徴収しなければな

らない。 

(2) 不申告の場合（法72の47②）

道府県知事は、上記３．の場合において、納税者が事業税額の計算の基礎と

なるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装し、かつ、その事実に基づい

て申告書を提出期限までに提出せず、又は期限後申告書若しくは修正申告書を

提出したときは、不申告加算金額に代え、その申告、決定又は更正により納付

すべき税額に100分の40の割合を乗じて計算した重加算金額を徴収しなければ

ならない。 
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